
1 

 

別記第 3 号様式（第 10 条第 1 項関係） 

 

豊島区生活困窮者自立相談支援事業就労支援業務及び生活困窮者就労準備・ 

社会参加支援業務委託 プロポーザル方式募集要項 

 

１．業務目的 

   本事業は生活困窮者自立支援法（平成二十五年法律第百五号）に基づき、同法に規定

されている就労支援及び就労準備支援を実施する。 

本件は、プロポーザル方式による選定を行うことで、本業務に対する実績や業務遂行 

能力等を総合的に判断し、厳正かつ公平な観点から、業務の目的に最も合致し、最も優 

れた業務受託者を選定することを目的とする。 

 

２．業務内容 

  別紙「仕様書（案）」のとおり 

 

３．履行期間 

令和９年４月１日 ～ 令和１０年３月３１日 

土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日、年末年始（12月 29日から 

1月 3日まで）を除く毎日 

※単年度契約とし、履行状況が良好な場合は最大２回まで更新可能（３年間）。 

 

４．提案限度額 

  31,045,000円（消費税および地方消費税を含む） 

  ※提案限度額を超える提案は、審査の対象としない。 

 

５．参加資格 

 以下の条件を全て満たすこと。なお、参加資格確認後において、資格要件を満たさなく

なった場合は、参加資格及び契約交渉権を取り消す場合がある。 

（１）豊島区における競争入札参加資格を有していること。 

（２）国内において現に有料職業紹介事業または無料職業紹介事業の許可を得て当該事業

を実施していること。 

（３）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第 1 項の規定に該当し 

ないこと。 

（４）プロポーザル参加意向申出書の提出期限から受託候補者の特定の日まで、豊島区競 

争入札参加停止及び指名停止等措置要綱（平成 20 年 8 月 1 日総務部長決定）による 

指名停止措置又は豊島区暴力団等排除措置要綱（平成 21 年 3 月 6 日総務部長決定）

による入札参加除外措置を受けていないこと。 

 （５）会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生

法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であ

ること。 
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（６）本業務を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有すること。 

（７）過去 2 年間に銀行取引停止がなく、経営不振の状況にないこと。 

 

 ６．参加受付 

  （１）受付期間：令和８年１０月１日（木） ～ 令和８年１０月２２日（木） 

    （土日・祝日は除く、開庁日午前９時～午後５時まで） 

（２）提出書類（各１部） 

№ 提出書類 記入内容・注意点等 様式 部数 

1 参加意向申出書 ― 様式１ １部 

2 
登記簿謄本（履歴事項全部

証明書）【正本】 
・発行後、３か月以内のもの 任意様式 １部 

3 

財務諸表（株式会社） 
・損益計算書（直前決算のもの） 

・貸借対照表（直前決算のもの） 
任意様式 １部 

財務諸表（ＮＰＯ法人） 

・貸借対照表（過去３年分） 

・資金収支計算書（過去３年分） 

・資金収支決算内訳表（過去３年分） 

・事業活動収支計算書（過去３年分） 

・事業活動収支内訳書（過去３年分） 

・財産目録（過去３年分） 

任意様式 １部 

4 
法人事業税の納税証明書

【正本】 
・直近のもの ― １部 

5 
納税証明書その１（法人税）

【正本】 

・直近のもの 
― １部 

6 

納税証明書その３の３ 

（法人税、消費税及び地方

消費税）【正本】 

・直近のもの 

― １部 

7 個人情報保護措置関係書類 

・プライバシーマーク又は ISO27001

等取得を証明する書類の写し（直近の

もの） 

・上記資格を有しない場合には、資格

を取得していない理由書及び保護措置

を講じていることがわかる内規等書類 

任意様式 １部 

8 会社概要（履歴書） 

・事業経歴 

・法人の概要（パンフレット可） 

・会社概要を作成している場合は、別

添で提出すること 

様式２ １部 

9 

生活困窮者自立相談支援事

業就労支援業務及び生活困

窮者就労準備・社会参加支

援業務委託実績書 

― 様式３ １部 
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 （３）提出場所・方法  

    事前に電話連絡のうえ、豊島区福祉部 くらし・居住支援課 自立相談支援グループ

（豊島区役所本庁舎４階西側）へ直接持参または郵送（提出期限日時必着のこと。） 

※郵送事故等については責任を負いません。 

 

７．参加資格の確認 

参加意向申出書を提出した者について参加資格の確認を行い、選定もしくは非選定の結

果を文書または電子メールにて通知する。 

  提案資格が認められなかった参加意向申出者に対しては、その理由をあわせて通知する。 

 

８．企画提案書等の提出 

  上記７にて提案資格が認められた参加意向申出者は、以下の書類を提出すること。 

（１）受付期間：令和８年１０月２２日（木） ～ 令和８年１１月１２日（木） 

         （土日・祝日は除く、開庁日午前９時～午後５時まで） 

 （２）提出書類及び提出部数 

    企画提案書は表紙を含めて３０ページ程度とすること。 

No. 提出書類 記入内容・注意点等 様式 提出部数 

１ 企画提案書提出書  様式４ 正本１部 

副本８部 

 

※A4 フラットファ

イルに、１～４の順

に綴じ、様式毎にイ

ンデックスをつけ

ること。 

２ 企画提案書 ・表紙に会社名、法人名を記載 

すること。 

・A4版横書き、両面印刷 

（長辺とじ）で作成すること。 

・副本は、社名・従事者の写真等、

応募者が特定できる記載はしな

いこと（提案書の中身も含めて行

わないこと）。 

任意様式 

３ 事業経費見積書 ・副本は、社名がわかる記載を行わ

ないこと。 

様式５ 

４ 見積書の積算根拠 任意様式 

５ 法人の定款及び規

約等 

・表紙に会社名、法人名を記載する

こと。 

 

任意様式 正本１部 

※１～４とは別に

A4 フラットファイ

ルに綴じること。 

（３）提出場所・方法  

事前に電話連絡のうえ、豊島区福祉部 くらし・居住支援課 自立相談支援グループ

（豊島区役所本庁舎４階西側）へ直接持参または郵送（提出期限日時必着のこと。） 

※郵送事故等については責任を負いません。 

（４）記載内容の確認 

    提案者は、提出書類の内容について、本区から質問を受けた場合は、その都度指定 

する期日までに回答すること。なお、回答内容も提案の一部として取り扱うので留意 

すること。 
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９．企画提案内容 

   別紙「企画提案書記述項目一覧」のとおり 

 

１０．質問の受付および回答 

   本件に関する質問については、様式６「質問書」に記入し、下記のとおり電子メール 

で行うこと。電話での質問には応じないこととする。 

    宛先：豊島区 福祉部 くらし・居住支援課 自立相談支援グループ（事業者選定担当） 

    メールアドレス：A0029452@city.toshima.lg.jp 

    件名：「【会社名】就労支援業務及び就労準備・社会参加支援業務プロポーザル募集

要項および企画提案書に関する質問書」 

（１）受付期間 

令和８年１０月１日（木） ～ 令和８年１０月２９日（木）午後５時 

 （２）回答方法 

    令和８年１１月５日（木）までに、全提案者に対し電子メールで回答する。 

 

１１．評価・選定方法 

（１）第一次審査（書類審査） 

    企画提案書等の内容を審査し、合否にかかわらず通知する。 

    評点順に上位三社程度を第二次審査の進出者とする。 

    ・第一次審査の結果通知：令和８年１２月上旬頃 

 （２）第二次審査（プレゼンテーション・総合審査） 

    企画提案書およびプレゼンテーションをもとに、総合的な審査を行う。 

    （第一次審査１５０点＋第二次審査１５０点を合計した３００点満点とする。） 

    ・実施日：令和８年１２月中旬頃 

     ※出席者は３名以内とし、業務責任予定者は必ず出席すること。また、可能な限

り業務従事者予定者も出席すること。 

※実施時刻・場所等の詳細については、個別に通知する。 

 

１２．評価基準 

（１）第一次審査（書類審査） 

No. 主な評価項目 

１ 本業務の理解と取組方針 

２ 業務実績およびその活用 

３ 実施内容【就労支援】 

４ 実施内容【就労準備・社会参加支援】 

５ 業務の進行管理 

６ 業務遂行能力 

７ 人員配置 

８ 人材の定着性 

９ 人材育成 
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１０ 危機管理・コンプライアンス 

１１ 独自提案事項 

１２ 価格の優位性（概算見積額） 

配点 １５０ 

（２）第二次審査（プレゼンテーション・総合審査） 

No. 主な評価項目 

１ 提案内容の的確性 

２ 提案内容の実現可能性 

３ 本業務に対する姿勢、意欲 

配点 １５０ 

 

１３．受託候補者の特定 

（１）選定委員会において、一位として決定した者を受託候補者として特定する。 

（２）同点で一位が複数あった場合には、選定委員長が一位とした者を選定する。 

（３）審査結果については、自己の結果のみを文書または電子メールにて通知する。 

（４）評価内容および選定結果に対する問い合わせには、応じないものとする。 

 

１４．契約の締結等 

（１）業務の契約については、特定した受託候補者と締結する。 

（２）本件に係る契約締結は、令和９年第１回定例会に審議される令和９年度予算の成立 

をその条件とする。 

（３）辞退または特別な理由により受託候補者と契約締結ができない場合は、受託候補者 

の選定時に順位付けをした順に契約交渉を行う。なお、契約を辞退したことにより、 

以後の選定、競争入札について不利益な取扱いを受けるものではない。 

 

１５．その他留意事項 

（１）提出書類の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

（２）提出期限以降における提出書類の差替えおよび再提出は、認めない。 

（３）提出書類は、返却しない。 

（４）提出期限までに提出書類が到達しなかった場合は、参加資格を失う。 

（５）提出した書類に虚偽および不正があった場合は失格とする。 

（６）区は提出書類について、事業者の選定以外に提出者に無断で、他の目的において使 

用しない。 

（７）参加意向申出書を提出した後、プロポーザルへの参加を辞退する場合は、様式７「プ 

ロポーザル参加辞退届」を提出すること。 

 

１６．提出先・問い合わせ先 

豊島区福祉部くらし・居住支援課 自立相談支援グループ（事業者選定担当） 

〒１７１－８４２２ 豊島区南池袋２－４５－１ 

電話：03－4566－2453（直通） メールアドレス：A0029452@city.toshima.lg.jp 

mailto:A0029452@city.toshima.lg.jp

